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別紙３ 
 

厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

（総括）研究報告書 

 

法医学領域における多職種連携とキャリアパス推進に関する研究 

～人材リクルート、継続的キャリアパス、他施設視察の取り組み～ 

 

課題番号：24IA1014 

研究代表者：井濱容子 横浜市立大学 大学院医学研究科 法医学 教授 
 

 

研究要旨 

 死因究明等推進基本法（令和元年 6月制定、令和 2年 4月施行）が法制化され、「死因究明」は

国策としても推進すべき重要課題である。「死因究明」には医師以外の多職種専門家の協力が不可

欠であり、円滑な法医実務の遂行と正確な死因判断のために多職種連携は重要である。本研究で

は、法医学領域で多職種連携を推進するために、現状調査のためのアンケートを実施し、人材確

保のためのセミナーを開催した。さらに、さらなるスキルアップと人材交流を目的として、各法

医学講座の視察を実施した。アンケート結果については集計途中であるが、増大する法医実務で

教職員の負担が増大していることが明らかになった。一方で、法医学にやりがいを感じるという

教職員が想像以上に多く、将来に期待を持てる結果であった。学部学生と大学院生を対象として

実施した人材育成のためのセミナーには多くの参加者があり、法医学を啓発する機会として有効

であった。大学講座への視察は、有意義な取り組みや体制を知るだけでなく、人材交流の機会と

なった。今後、アンケート結果を詳細に分析するとともに、セミナーを継続するなど人材育成、

リクルートなどに積極的に取り組んでいく。 

 

 

 
 

研究分担者（所属研究機関・職名） 

 

美作宗太郎（東北大学・医学系研究科・教授） 

山本琢磨 

（兵庫医科大学・医学部・准教授） 

小川匡之 

（愛知医科大学・医学部・准教授） 

梅原敬弘 

（産業医科大学・医学部・准教授） 

松末綾（福岡大学・医学部・講師） 

笹尾亜子（熊本大学・大学院生命科学研究部・

講師） 

前田一輔 

（横浜市立大学・医学部・助教） 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

死因究明等推進基本法（令和元年6月制定、令

和2年4月施行）が法制化され、「死因究明」は国

策としても推進すべき重要課題となっている。

「死因究明」は法医学の責務であるが、解剖実務

は医師だけで行うものではなく、臨床検査技師

や薬剤師など他領域の専門家の協力が不可欠で

ある。円滑な法医実務の遂行と正確な死因判断

には、多職種連携は必須の課題である。 

 

本研究の目的は、医師以外の職員を法医実務

において活躍させることである。法医実務の効

率化によって解剖率が上昇し、社会ニーズであ

る正確な「死因究明」に寄与することが可能とな

る。そのためには医師以外の職員の現状や課題

を把握し、課題解決のための施策が必要である。

また、人材確保のための取り組みについても検

討する。 
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Ｂ．研究方法 

①人材確保のためのセミナー開催 

学部学生・大学院生を対象として法医学をア

ピールするため、令和6年8月24-25日に横浜市立

大学にてセミナーを開催した。開催のためのポ

スターならびにプログラムを添付する。 

アンケートについては分担者の研究報告書

（「学生のための法医学セミナー アンケート

に関する研究」前田）を参照のこと。 

 

②法医学領域教職員の実態調査 

全国80大学医学部法医学講座に対してアンケ

ート調査を実施した。 

アンケート結果については分担者研究報告

（「法医学領域における多職種連携とキャリアパ

ス推進に関する研究」笹尾）を参照のこと。 

 

③先進的な取り組みの視察 

研究領域、法医実務領域、人材確保領域に分か

れて、効率的な業務運用や先進的な取組みをし

ている講座を視察した。 

（分担者研究報告参照） 

 

Ｃ．研究結果 

①人材確保のためのセミナー開催 

（分担者研究報告参照） 

 

②法医学領域教職員の実態調査 

（分担者研究報告参照） 

 

③先進的な取り組みの視察 

（分担者研究報告参照） 

 

Ｄ．考察 

①人材確保のためのセミナー開催 

 「学生のための法医学セミナー」には約70名の

学部学生や大学院生の参加があった。過去に、医

学部生を対象とした法医学の啓発セミナーは開

催されたことがあるが、医学部以外の学生を対

象としたセミナーは初めての開催であった。 

 医学部以外の学生が、どのくらい法医学に興

味を持っているのかについては予想できず、正

直、何名くらいの参加があるかも見当がつかな

かったが、実際には多くの学生の参加があり、関

心の高さが示された結果となった。 

 セミナーの講師は全国の有志の法医学者らで

あり、手弁当でセミナーに参加し、盛り上げてい

ただいたことに感謝している。一方、後進育成や

若手リクルートは法医学の現場にとっては喫緊

の課題であり、現役法医学者の関心の高さを反

映していると考えている。 

セミナーの具体的な成果については、参加者

に実施したアンケートを解析した分担者の研究

報告書（「学生のための法医学セミナーアンケー

トに関する研究」前田）で検討されているが、大

変好評であったと自負している。 

また、本セミナーは時事通信社の記事にもな

り、社会の関心の高さを示している［https://m

edical.jiji.com/column4/215］。 

 

 

②法医学領域教職員の実態調査 

アンケートによる実態調査では、漠然と感じ

ていた課題や問題が明確化した。働き方の現状

については、教授を筆頭にかなりの業務負担が

あることが浮き彫りになった。一方で、激務にも

かかわらず「法医学にやりがいを感じる」と回答

した人が全体の75％以上を占め、案外と法医学

の未来は明るいのではないかと期待を持った。

さらに、多くの大学院生が「将来、法医学の常勤

を希望する」と回答していることも嬉しい結果

であった。 

今回のアンケート結果については、分担者の

研究報告書（「法医学領域における多職種連携と

キャリアパス推進に関する研究」笹尾）で検討さ

れているが、大変興味深い結果であった。 

 

③先進的な取り組みの視察 

 研究、法医実務ならびに人材確保に対して先

進的な取り組みをしている施設への視察を実施

した。各大学講座では効率的な業務のために、

様々な工夫をしていることを認知した。各法医

学講座によって状況は異なるものの、参考にす

ることができる取り組みや体制もあり、我々の

得たものを何らかの形で周知することを検討し

ている。 

また、今回の視察をした分担者は、人材交流が
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進んだことを成果として報告した。個別に話を

することによって相互理解が進みやすく、研究

協力のハードルが下がるだけでなく、職務上の

悩みを分け合うなどのメリットもあると感じた。

特に若い法医学者、コメディカルにこのような

機会を作ることも大事な任務と感じている。 

 

各視察については分担者の研究報告書（「他施設

視察に関する報告」（研究部門）山本・梅原（法

医実務部門）松末（人材確保部門）笹尾）に詳細

を記載する。 

 

Ｅ．結論 

アンケートやセミナー開催、他施設への視察

によって、法医学領域における多職種連携の課

題が明らかになった。今後、アンケートや視察の

結果についてより詳細に分析して、今後の法医

学が目指すべき方向や施策についての提言がで

きるよう積極的に取り組んでいく。 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 

 2.  学会発表 

 日本法医学会全国学術集会 シンポジウム 

2025.6.12（久留米） 

 

3.  関連した実務活動 

  該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 該当なし 
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（添付資料１）開催ポスター 
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（添付資料２）プログラム 
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